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（様式３：全対象事業共通） 

 

平成３１年度第１回エネルギー構造高度化・転換理解促進事業評価報告書 

 

補助事業名 伊根町エネルギービジョン策定事業 

補助事業者名 京都府伊根町 

補助事業の概要 伊根町が実施する再生可能エネルギーを活用した地域振

興等の取り組みを通じてエネルギー構造の高度化に係る

地域の理解を図ることを目的とし、伊根町における再生可

能エネルギー事業の実施に向け、地域内のエネルギービジ

ョン策定に向けた基礎調査を実施する。 

総事業費 9,350,000円 

補助金充当額 9,350,000円 

定量的目標 〇雇用者数目標（平成 27年 伊根町産業振興促進計画より） 

農業・水産業：11名（内、農林水産物等販売業 9名） 

観光業：10名（内、旅館業 4名） 

商工業：3名（内、製造業 3名） 

情報サービス業等：2名 

〇エネルギー構造高度化の理解促進に向けた見学会・勉強

会（地域内外）の実施：実証事業構築後、年 3回実施 

補助事業の成果及び評価

（事業毎にあらかじめ設

定した事業目標を達成し

たかなど） 

検討結果をもとに、それぞれのシステム構成とプロジェク

トの全体像をとりまとめ、システムの導入効果を推計し

た。これらの成果により、伊根町における地域振興に資す

る事業の具体化に向けた基礎と次年度以降の方向性を定

めることができた。 

補助事業の実施に伴い締

結された売買、貸借、請負

その他の契約 

（※技術開発事業のみ：間

接補助を行った場合は、間

接補助先を記載） 

契約（間接補助）

の目的 

高度な専門性とステークホルダー間の

調整能力が必要な業務であるため、知

見・ノウハウを有する民間事業者に業務

の一部を委託する。 

契約の方法 随意契約 

契約 の相手 方

（間接補助先） 
日本環境技研株式会社 

契約金額（間接

補助金額） 
9,350,000円 

来年度以降の事業見通し 本年度の事業で得られた地域に賦存する有望な資源・エネ

ルギーを最大限活用して、伊根町の総合計画や総合戦略に

定められる「地場産業の振興」や「新たな産業・雇用の創

出」、「モビリティ機能の拡充」等の施策に貢献する再生

可能エネルギーを活用した地域振興策実現可能性調査を

実施する。 
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（備考） 

（１）定量的成果目標の欄には補助金応募申請書提出時に設定した成果目標をそれぞれ記載すること。 

（２）補助事業の成果及び評価の欄には、（１）で記載した内容に対応した、定量的な成果実績と評価を記載すること。

それ以外にも、定性的な成果実績や、進捗度、利用量並びに効果等といった別の定量的な指標があればできる限り

数値を用いて記載すること。 

（３）契約の方法の欄には、一般競争入札、指名競争入札、随意契約の別を記載すること。間接補助を行った場合は、記

載不要。 

（４）来年度以降の事業見通しの欄は、本事業に来年度以降も補助金を充当しようとする場合のみ記載。 


